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 （社）日本塗料工業会             

シックハウス検討会資料 

塗料・塗装業界の化学物質管理のあり方 

資料 ２－３ 



2 

目次 
１．塗料工業会の需要動向 
２．日塗工自主管理活動 
３．GHSへの取り組み 
４．ICCMの課題への取り組み 
５．環境、安全、健康に関する取り組み 
６．その他 



3 

化学工業に占める石油化学工業の比率 
出荷金額ベースで塗料は化学 
工業全体の5.5％となっている 
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塗料需要動向について(１) 
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塗料需要動向について(２) 
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塗料需要動向について(３) 
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JIS K NO. 規　　格　　名 規格の統合整理

5421 ボイル油及び煮あまに油

5492 アルミニウムペイント

5516 合成樹脂調合ペイント

5551 鋼構造物用さび止めペイント

5552 ジンクリッチプライマー

5553 厚膜形ジンクリッチペイント

5572 フタル酸樹脂エナメル

5621 一般用さび止めペイント  水系追加

5633 エッチングプライマー

5651 アミノアルキド樹脂塗料

5658 建築用耐候性上塗り塗料  シリコン系追加

5659 鋼構造物用耐候性塗料  シリコン系追加

5660 つや有合成樹脂エマルションペイント

5663 合成樹脂エマルションペイント

5665 路面標示用塗料  水系追加

5669 合成樹脂エマルションパテ

5670 アクリル樹脂系非水分散形塗料

5674 鉛・クロムフリーさび止めペイント  水系追加

5960 家庭用屋内壁塗料

5961 家庭用屋内木床塗料 Ｋ5960に吸収統合

5962 家庭用木部金属部塗料 Ｋ5960に吸収統合

5970 建物用床塗料

JISマーク表示製品(継続規格) 
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JIS K NO. 規　　格　　名

5531 ニトロセルロースラッカー ＶＯＣを多く含む

5533 ラッカー系シーラー ＶＯＣを多く含む

5535 ラッカー系下地塗料 ＶＯＣを多く含む

5582 塩化ビニル樹脂エナメル

5623 亜酸化鉛さび止めペイント

5625 シアナミド鉛さび止めペイント

5629 鉛酸カルシウムさび止めペイント

5668 合成樹脂エマルション模様塗料    生産者少ない

規格の問題点

廃棄焼却時ダイオキシン発生のおそれ

　 有害重金属の鉛を多量に含む

　 有害重金属の鉛を多量に含む

　 有害重金属の鉛を多量に含む

JISマーク表示製品(暫定継続規格) 

代替品普及状況、代替製品が未定などの理由から暫定継続。 
JIS見直し時期に製品動向を調査し、廃止･継続･問題点を 

解決した規格への修正などを行う。 
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K5421　ボイル油及び煮あまに油
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K5492　アルミニウムペイント
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K5516　合成樹脂調合ペイント
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K5551　構造物用さび止めペイント
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JISマーク表示製品出荷数量推移(1) 
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JISマーク表示製品出荷数量推移(５) 

K5670　アクリル樹脂系非水分散形塗料
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K5674　鉛・クロムフリーさび止めペイント
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K5960　家庭用屋内壁塗料
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K5970　建物用床塗料
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JISマーク表示暫定規格製品出荷数量推移(２) 

K5623　亜酸化鉛さび止めペイント
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K5625　シアナミド鉛さび止めペイント
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K5629　鉛酸カルシウムさび止めペイント
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K5668合成樹脂エマルション模様塗料
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２．日塗工の自主管理活動 

「環境」、「安全」、「健康」に関する問題を最重
要課題として取り上げ、自主取り組みを推進 
 
 塗料製品の設計から廃棄までの健康・安全

への取り組みである 「コーティング・ケア活
動」 

 「VOC排出抑制と低VOC塗料自主表示」 
 「ホルムアルデヒド放散等級表示自主管理」 
 「非トルエン・キシレン塗料自主表示」 
 「GHSによるラベル表示とMSDS」 
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３．GHSへの取り組み 
 

（１） GHSの塗料業界への導入 

ハザードの伝達→今後はリスク評価に活用 

：各社実施事項
：各社／日塗工
：日塗工実施事項
：顧客

安全な取り扱い
教育、作業時の情報共有化
（作業現場・タンク・倉庫へ

の表示など）

安全な取り扱い
教育、作業時の情報共
有化（作業現場・タン

ク・倉庫への表示など）

政　府
（NITE）

化学物質の
分類結果

GHS対応

ラベル

原　料
メーカー

MSDS GHS対応

MSDS

データベースの整備 分類ソフト 適用法令

モデルMSDS・
モデルラベル事例集

付録：エクセル版
簡易GHS分類ソフトV1

SDS・ラベル作成
ガイドブック改訂2版
付録：①エクセル版

簡易GHS分類ソフトV6
②化学物質ＤＢ第6版

原料（化学物質・混合物）の
危険・有害性情報の収集

塗料製品
（混合物）

のGHS分類

顧客
（消費者・労働者・輸送
担当者・緊急時対応職

員）

ハザードの伝達 ハザードの伝達

リスク評価・リスク管理
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（２） GHS関連のJIS整備と塗料業界の対応 

JIS番号 JIS名称 制改訂履歴 日塗工の対応      

JISZ 
７２５０ 

化学物質等安全デー
タシート（MSDS） 

2000年制定 
2005年改正 
 
2010年改正 

ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸに反映 
GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸに反映（06,07年） 
ﾓﾃﾞﾙMSDS ・ﾓﾃﾞﾙﾗﾍﾞﾙ事例集に反映 
GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ改訂２版に反映予定 

JISZ 
７２５１ 

GHSに基づく化学物
質等の表示 

2006年制定 
2010年改正 

GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸに反映（06,07年） 
GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ改訂２版に反映予定 

JISZ 
７２５２ 

GHSに基づく化学物
質等の分類方法 

ー 
 
2009年制定 

GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸに反映（06,07年） 
（GHS文書等から引用） 

GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ改訂２版に反映予定 

JISZ 
７２５３ 

GHSに基づく化学品

の危険有害性情報の
伝達方法ーラベル、作
業場内の表示及び安全
データシート(SDS) 

2012年制定 
（３月２５日） 

GHS対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ改訂２版に反映予定 
（分類ｿﾌﾄ及びDB最新ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ添付） 

統合JIS 
（Z7250＋Z7251＋作業場内表示） 
（改正安衛法・化管法が引用） 

暫定版と改訂初版 
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(３) ラベルとSDSを規定している関連法規とその対象物質 

ラベル 
《根拠条文等》（改正日） 

SDS 
《根拠条文等》（改正日） 

労働安全
衛生法 

１０4（107 2013.1）物質：義務 
《法第57条の１》(H18.12.1) 

６４０物質：義務 
《法第57条の２》(H18.12.1) 

労働安全
衛生規則 

危険有害性物質等：努力義務 
《労働安全衛生規則第２４条の１４》
(H24.1.27) 
 

特定危険有害性物質等：努力義務 
《労働安全衛生規則第２４条の１5》
(H24.1.27) 
 

化管法 

★指定化学物質（第１種462、第
２種100）：努力義務 
《MSDS省令》（H24.4.20) 
★指定化学物質以外：努力義務
《化学物質管理指針》（H24.4.20) 

★指定化学物質（第１種462、第２
種100）：義務 
《MSDS省令》（H24.4.20) 
★指定化学物質以外：努力義務
《化学物質管理指針》（H24.4.20) 

注：ラベル及びSDSの作成はJISZ7253に従って行えば法規で定める
記載要件を概ね満たすとしている。（共通のプラットホーム） 
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（４） GHS・SDS（MSDSから名称変更） 今後の動き 

• 事業場内GHS表示 

  ・改正安衛法に基づく製品容器へのGHSラベルの貼付に続き、作業場内の

各種タンク・容器等への表示に関して検討が進められた結果が改正労働
安全衛生規則及びJISZ7253に反映され、作業場内の各種タンク・容器等へ
表示が必要になった。  

  ① 別の容器にも購入品と同様のラベルを貼付する。  

 代替手段（貼付が不可能な場合：反応中・小さい容器・多くの成分・視認性阻害） 

  ② 作業場にラベル要素を掲示する（容器に品名は記載する。取り違え防止）。 

  ③ 作業場にSDSを掲示する（容器に品名は記載する） 

   ④  品名・絵表示・注意喚起語・危険有害性情報 
 

・ 家庭用塗料もGHS自主表示が２０１１年１月よりスタートした。 

 ・２０１１年１月３１日読売新聞夕刊に掲載、２月２５日NHKあさイチ（8:15～）
で放映 
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（５） 家庭用塗料 GHS自主表示 
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• 国内 
  ・大気汚染防止法： 2006年 4月１日改正施行 VOC30削減 
                            （規制と自主管理のﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽ） 
  ・労働安全衛生法： 2006年12月１日改正施行 GHS導入 
   労働安全衛生法施行令： 2008年 3月改正 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ：特化則３類→２類 
   労働安全衛生規則： 2012年4月１日改正施行 表示（104）・通知（640）対象物質 以

外でもGHS区分該当物質は表示・通知する（努力義務）。 
   事業場内伝達も創設 
  ・化管法： 
   化管法対象物質の追加： 2010年 

   （M）SDS省令（及び化学物質管理指針）： 2012年6月１日改正施行  

     GHS対応を推進、表示に関する努力義務創設    
  ・化審法：2009年５月改正、2010年４月施行 リスク管理の考え方導入     
• 海外（参考） 
  ・ELV(2003年7月）、RoHS (2006年7月）   
  ・REACH： 2006年6月1日施行 
  ・CLP規則（EU版GHS)： 純物質：2010,12～ 混合物：2015,6～新分類へ 

（6）最近の法改正動向 
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（7） 塗料関連特別有害物質管理：最近の例 
化学物質 最近の動向 

アスベスト（タルク） 
安衛法：施行令04年1％超含有10種類の製品（塗料含まず）使用禁止、05年特化則から分離
「石綿障害予防規則」、06年施行令改正石綿等製造等（0.1％超）全面禁止、 07年代替可能品
使用禁止。 

ベンゾトリアゾール 化審法第一種監視化学物質から第一種特定化学物質（一特）へ：原則使用禁止。 

ﾍｷｻｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ（HCB） 
（TCPA由来顔料 

：ｿﾙﾍﾞﾝﾄﾚｯﾄﾞ135等） 

化審法： ｿﾙﾍﾞﾝﾄﾚｯﾄﾞ135等に一特物質HCBが含まれていることが判明:原則使用禁止。但し他

の化学物質に副生成物として微量含まれ環境経由人健康（動植物の生息）を損なうおそれがな
く工業技術的・経済的に可能なレベル（BAT)まで低減確認の場合副生成物は一特として扱わな
い 

PFOS類縁化合物 
（フッ素系界面活性剤9種

類） 

ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ条約（POPs条約）締約国会議（COP4)で 2009年5月規制物質に追加された。 2009
年11月化審法の一特物質に指定され、2010年施行予定。原則使用禁止（ｴｯｾﾝｼｬﾙﾕｰｽ認めら
れた：半導体用ﾚｼﾞｽﾄ、業務用写真ﾌｨﾙﾑ他） 

DEGME、DEGBE 
（水性塗料用溶剤） 

EU指令76/769/EEC改正予定：使用制限：3％以上含有するｽﾌﾟﾚｰﾀｲﾌﾟ塗料はEU市場では上
市禁止へ、刷毛・ロール塗装等は可能 

ホルムアルデヒド 
①安衛法施行令別表第３：３類から２類へ：ﾒﾗﾐﾝ樹脂製造、使用時の管理強化が必要 ②化管
法：第1種指定から特定第1種指定化学物質へ（1％→0.1％）：ﾒﾗﾐﾝｱﾙｷﾄﾞ樹脂塗料等PRTRの
届出、（MSDS作成提供）に影響 

TBT（ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ） ﾛｯﾃﾙﾀﾞﾑ条約（PIC条約）の締約国会議で追加、 2009年1月「輸出貿易管理令の運用につい
て」で0.1％含有確認品輸出承認申請対象へ。但し駆除剤に絞られた。 

トリクロロエチレン、他 
化審法関連告示：環境汚染防止の技術上の指針遵守及び表示義務 

エチルベンゼン、コバルト
及びその無機化合物 

安衛法施行令、安衛法規則、特別化学物質障害予防規則の改正(2013.1.1施行） 



22 

（8） その他 
塗料業界の技術動向に基づく改正化審法への意見具申 
        ～大気汚染防止法との関係～ 
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塗料業界の技術動向に基づく改正化審法への意見具申（つづき） 
～大気汚染防止法との関係～ 

問題点
分子量１０００未満が増加傾向

これまでの対応技術

<樹脂設計面>
１．エネルギーを余分にかけて対応（炊き込み）
２．モノマー高純度品の使用
３．ポリマー洗浄
<設備面>
１．塗装時の工夫（機械的、加熱、他）

以上いずれも制約とコストアップに繋がる。

規制面よりの対応
分子量1,000未満が現行１％以下となっているが
少しでも緩和される方向へ見直しお願いします（TSCAの
基準）

海外規制との関係

１．EU：届出免除のポリマー
①Mn10,000以上は免除（既知見により適宜判
断）
②Mn1,000～10,000のものはケースバイケース
（低分子量の含有量によってデータ追加要求項
目を変えている）

２．米国：届出免除のポリマー
①Mn1,000～10,000のものであって、MW500未満
が10％以下かつMW1000未満が25％以下
②Mn10,000以上のものであって、MW500未満が
２％以下、MW1000未満が５％以下のもの
③一定のポリエステルポリマー

国際的
規制
との
整合性

国際
競争力
の維持
向上

VOC排出抑制規制が遂行されており、ハイソリッド化・
水性化が進んでいるが、更なる推進が必要である

TSCAの基準と同様になれば樹脂設計、塗料設
計面で自由度がアップし非常に助かる方向であ
る。

上記の樹脂設計面、設備面での問題点の多くが
解決する。
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4. ICCM／ＳＡＩＣＭ 

• ICCM（国際化学物質管理会議）は2006年SAICM採択 

  フォローのため、2009、2012、2015、2020年に開催予定 

• 国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ：SAICM 

• 科学的なリスク評価に基づくリスク削減、予防的アプローチ、
有害化学物質に関する情報の収集と提供、各国における化学
物質管理体制の整備、途上国に対する技術協力の推進等の
分野での戦略と行動計画を定めたもの。 
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• ＩＣＣＭ2：（2009/5)では、塗料中の鉛、ナノマテリアルを含む４
つの議題が取り上げられた。 

• ＩＣＣＭ3：2012/9/17～21（ケニア ナイロビ） 

1.ナノ物質のリスク 

2.電気電子製品のライフサイクルにおける有害物質 

3.塗料中の鉛 

4.製品中の化学物質 

5.ぺルフルオロ化合物の管理と代替え物質 
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（1）鉛・クロム含有顔料使用塗料の低減 

日本国内の自主的管理計画対
応：水道管、食器、玩具への使
用禁止の徹底など 

ＥＵ規制：ＥＬＶ、ＲｏＨＳへの対応 

・鉛フリー電着 

・鉛クロムフリー 
上塗り 

ＪＩＳＫ5674 

・鉛・クロムフリー  
さび止めペイント 

 鉛  ：0.06%以下 

 クロム：0.03%以下 
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（2） 鉛・クロム関連JISの統廃合推進 

JIS番号 名  称 内  容 今  後 

JIS K5622 鉛丹さび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛を多量含む 廃止→ JIS K5674へ 

JIS K5624 塩基性ｸﾛﾑ酸鉛さび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 廃止→ JIS K5674へ 

JIS K5627 ｼﾞﾝｸｸﾛﾒｰﾄさび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 廃止→ JIS K5674へ 
JIS K5628 鉛丹ｼﾞﾝｸｸﾛﾒｰﾄさび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 廃止→ JIS K5674へ 
JIS K5623 亜酸化鉛さび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 2013年 廃止予定 
JIS K5625 ｼｱﾅﾐﾄﾞ鉛さび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 2013年 廃止予定 

JIS K5629 鉛酸ｶﾙｼｳﾑさび止めﾍﾟｲﾝﾄ 鉛・ｸﾛﾑを多量含む 暫定継続（５年以内見直し） 

JIS番号 名  称 JIS改正 特  徴 
JIS K5551 構造物用さび止めﾍﾟｲﾝﾄ H/20/1/20改正、ｴﾎﾟｷｼ系 統合JIS（高防錆性） 

JIS K5621 一般用さび止めﾍﾟｲﾝﾄ H/20/1/20改正、水系追加 統合JIS（VOC対策） 
JIS K5674 鉛・ｸﾛﾑﾌﾘｰさび止めﾍﾟｲﾝﾄ H/20/1/20改正、水系追加 統合JIS （VOC対策） 

さび止めペイントの統合・改正 
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（3） 鉛に関する緊急アンケート結果    (H21/4/16) 
１）分野別鉛系化合物（防錆顔料、着色顔料）使用実績推計（回答16社／21社：ｶﾊﾞｰ率48％（出荷数量）） 

分野別鉛系化合物（防錆顔料）使用量推計

構造物
65%

機械
8%

建物
15%

建築資材
6%

金属製品
5%

電気機械
1%

885トン

２）代替品（代替技術）調査と使用中止の困難さの理由・要望の調査 

価格制約や製品
JISが足かせと
なっているが代
替品（代替技術）
は概ね確立して
いると考えられ
る。 

 分野別鉛系化合物(着色顔料）使用実績推計

構造物
2.5%

電気機械
2%

船舶
0.5%

自補修
6%

金属製品
9%

路面標示
15%

機械
22%

建物
43%

 

 723 トン 

顔料種 防錆顔料 着色顔料 

使用有無 使用（14件） なし（2件） 使用（14件） なし（2件） 

代替品 
（代替技術） 

有り（12件）、内代替済み（2
件）、開発中1件 

ー 有り（12件）、内代替済み（2
件）、開発中1件 

ー 

代替品適用可？ 不可（2件） ー 不可（1件） ー 

不可の理由  ①価格制約 ②製品JIS（鉛含有） ①価格制約 
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• 環境省は「工業用ナノ材料に関する環境影響防止ガイドライン」公表 H21.３ 
  環境保全上の適切な管理方策選択のための情報提供          
• ガイドラインに記載がある塗料関連の原材料 
  ① カーボンブラック 
  ② 二酸化チタン（特に光触媒機能を有する塗料） 
  ③ 二酸化珪素（シリカ） 
  ④ ナノクレー 

 
• 厚労省は「ナノマテリアルに対するばく露防止等のための予防的対策について」を

都道府県労働局長、中災防、各産業界宛て発行 H21.３ 
• 関係する労働者のばく露防止対策が記載されている。 
  ① 基本的な考え方 ② ナノマテリアルに関する調査 ③ 作業環境管理 
  ④ 作業管理 ⑤ 健康管理 ⑥ 安全衛生教育 ⑦ その他の措置 
• 「ヒトに対する有害性が明らかでない化学物質に対する労働者ばく露の予防的対

策に関する検討会」（ナノマテリアルについて）報告書発行 H20.11 
 

• いずれも今後注力すべきテーマとの位置づけで 
  昨年より検討会・WG（リスク評価、計測機器）開催 

（4） ナノマテリアル 

ご安全に！ 
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5.環境、安全、健康に関する取り組み 
（1）環境配慮塗料の種類と内容 



31 

（２） 環境、安全、健康に関する取り組みと注意事項 

関係各位                                              平成２３年１月２１日 

(社)日本塗料工業会  

環境、安全、健康に関する取り組みと注意事項 

当工業会では、環境、安全、健康に関する問題を最重要課題として取り上げ、次のような自主的取り組み
を行っております。 

塗料製品の設計から廃棄までの健康・安全への取り組みである「コーティング・ケア活動」、「VOC排出抑
制と低VOC塗料自主表示」、「ホルムアルデヒド放散等級表示自主管理」、「非トルエン・キシレン塗料自
主表示」、「GHSによるラベル表示とMSDS」 

夫々の活動の推進により、塗料・塗装に起因する事故や健康障害などは近年減少傾向にあると思います。
しかし、一般消費者からの相談や問い合わせから判断しますとなかなかゼロとは言えません。相談や問
い合わせ内容からみますと、理由としてはリフォーム時に事前に近隣住宅に注意喚起を行わなかったり、
塗装後の換気を怠ったりなどが考えられます。 

上記への対策の第一歩は、当たり前のことですが、カタログや塗装仕様書などに記載されている正しい
塗装作業とその後の換気などをキチンと行うことによって初めて達成されるものです。よって、会員各位に
おかれましては、塗装作業者および一般消費者の皆様に対して、カタログや塗装仕様書などに基づき正
しい作業と換気のお願いを今まで以上に広報して下さい。 

 追記  「ホルムアルデヒド放散等級表示」で最高等級であるF☆☆☆☆（エフ・フォースター）の表示は、健
康な一般市民を対象に決められていますので、使い方を間違った場合や、化学物質過敏症の人には健
康障害が発生することが充分考えられます。「非トルエン・キシレン塗料自主表示」でも同様のことが言え
ます。一般的にホルムアルデヒドに関しては「F☆☆☆☆使用でシックハウス対策は安全・安心」と言えま
すが、化学物質過敏症の人はその他の化学物質（VOC)にも過敏に反応されるケースがありますので、十
分なる注意徹底をお願い致します。                                           
以上       
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（３） 換気に関する注意喚起の標識 活用 
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（４） コーティング・ケア活動 
～ﾚｼﾎﾟﾝｼﾌﾞﾙ・ｹｱの塗料版～ 



34 

（５） ホルムアルデヒド自主管理 
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1）ホルムアルデヒド自主管理登録商品数の推移 

ホルムアルデヒド自主管理登録商品数推移

4687

5834

6393

5961 6060
6302 6292

5802
5948

2000

3000

4000

5000

6000

7000

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度

登
録
商
品
数

ホルムアルデヒド自主管理登録商品数は、6,000商品程度で 
推移してきている。H23年度は前年比150件程度増となっている。 



2）シックハウス対策のための規制 
 

1997年 厚生省（現厚生労働省） 
「快適で健康的な住宅に関する検討会議」：ホルムアルデヒドの室内濃度指針値を公表。  

 
2002年厚生労働省 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の改正： 
特定建築物における新築や大きな模様替え等が行われた後、最初に到来する6月～9月

（気温が高い時期）に、ホルムアルデヒドの測定及び対策が義務づけられた。  
 
2003年 建設省（現国道交通省）室内空気中の化学物質濃度の現状を把握することを目

的として、建築基準法の改正を行なった。 
主な改訂点 
・建築材料をホルムアルデヒドの発散速度によって区分し使用を制限  
・クロルピリホス（防蟻剤）使用建材の制限 
・換気設備設置の義務付け 
・天井裏等の建材の制限 
 
2008年厚生労働省により「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令」：ホルムアル

デヒドに係る労働者の健康障害防止対策を強化することを目的とした。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/1997%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/1997%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2002%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2002%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%BA%E7%AF%89%E7%89%A9%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E8%A1%9B%E7%94%9F%E7%9A%84%E7%92%B0%E5%A2%83%E3%81%AE%E7%A2%BA%E4%BF%9D%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2003%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2003%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%BA%E7%AF%89%E5%9F%BA%E6%BA%96%E6%B3%95�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2008%E5%B9%B4�
http://ja.wikipedia.org/wiki/2008%E5%B9%B4�
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3）室内空気中の化学物質濃度の現状 
 
国土交通省は平成12年度より平成17年度（最終年度）の実態調査結果（新築住宅（竣
工後１年以内の住宅）における調査について） 
 
      

指針値超過住宅の多くは、24時間換気設備を稼働させずに測定されており、換気設備を稼
働させて再測定したところ、指針値以下に収まったことから、窓開放など各種換気を十分に
実施すると、濃度が低くなる傾向があると考えられた。  
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4)自主規制による問題点 
 
①規制によって安全性をアピールした商品 
    シックハウスに対する不安などから、あまに油、ひまわり油などの植物性油を主な原

料に用いた、いわゆる自然塗料が注目された。自然＝（イコール）安全というイメージ
で商品が販売されていた。 

 
②屋外使用の塗料でのホルムアルデヒド放散等級登録申請 
    ・設計事務所、ゼネコンや発注者から建築資材あらゆるものに対してホルムアルデヒ

ド放散等級「Ｆ☆☆☆☆」を要求してくる。工業会では審査時に屋外で使用される塗
料や塗料以外は対象外としているが、中には屋外使用であるにも関わらず、無理や
り室内外使用できるとして登録申請してくる商品もある。  

    ・偽りの登録審査書を偽装したケースもあった。 
 
③自主規制の更新 
     工業会の更新時の審査を、新規申請時と同様に社内試験や公的試験でホルムア

ルデヒド放散等級の再確認を実施。 



5）新たな問題点 

①輸入家具等の増加 
 特に輸入家具によるホルムアルデヒド発生量が多いと推定する。輸出された国、特に中
国や東南アジアにおいて接着剤や塗料の低ホルムアルデヒド発生する原材料が入手困難
である。  
②インターネットによる業務用建築材料の購入 
 業務用の材料は工場での加工、屋外の材料としているため、ホルムアルデヒド放散等級
の対象外のため、建築材料によっては放散等級の高いものがある。それらのものを施工業
者または消費者がホルムアルデヒド放散による化学物質汚染を知らずに室内で使用した
ため、シックハウス症を発生すると考えられる。  
③室内濃度指針値（13物質）以外の化学物質の増加 
 厚生労働省はシックハウス症候群の原因となる化学物質の規制強化の検討を始める。
現在は13の化学物質に室内濃度の指針値を設けているが、対象を増やす方針。 
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（６） 非トルエン・キシレン塗料自主表示 
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目的 
シックハウス等の原因の一つとされる芳香族系溶剤（トルエン、キシレン、
エチルベンゼンなど）を配合しない現場塗装の室内用塗料について、塗料
の使用ユーザや一般消費者から見て「分かりやすい表示」（「非トルエン・キ
シレン塗料」）をすることにより、「Ｆ☆☆☆☆塗料」とともに、人に対する有
害リスクを低減したこれらの塗料の普及拡大をはかり、「室内環境の快適
化」に日本塗料工業会として貢献する｡ 
 
自主表示について 
 
（1） 適用範囲 
現場塗装の室内用塗料について、塗料の種類を問わず、塗料中にトルエン、
キシレン及びエチルベンゼンを配合していない塗料及びシンナーについて
適用する。 
（2） 判定基準 
含有量で規定すると、トルエン、キシレン、エチルベンゼン各々の含有量が
０．１％（重量比）未満であること。 
（3）判定方法 
原材料情報に基づく配合計算値（MSDS、配合表)あるいは該当成分測定方
法により判定する。 
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(7) 低VOC塗料自主表示 

VOCの定義 
 
世界保健機構
（ＷＨＯ）のＶＯＣ
分類に基づく「沸
点範囲（常圧；
50-100℃～
240-260℃）の
揮発性有機化学
物質」とする。 
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1） ＶＯＣ削減の対策と枠組み 

いかなる施設も 
参加できる 

６施設類型で基準値以上 
   の大規模施設 

平成２２年度に 
排出量３０％削減 
（平成１２年度比） 

 環境省 資料 
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☆ 
☆ ☆ ☆ ☆ ☆ 

2）発生源品目ごとのＶＯＣ排出量推移 

（塗装での排出） 

☆ 

環境省資料 
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3) 塗料からのＶＯＣ排出量（塗装時）推移 

日本塗料工業会 『平成２１年度 ＶＯＣ排出実態推計まとめ』 

約４５％減 

２９４ 
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4）VOC排出量の推移(日塗工自主活動) 

平成22年度VOC排出量は、29.4万tとなり前年度同様であった。 
平成13年度比35％削減となっている。 
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5）塗料出荷量(千トン)あたりのVOC含有量(トン)推移 

業種分野別塗料出荷量千トンあたりの塗料に含まれる溶剤と 
希釈シンナーの合計VOC含有量調査結果推移(低VOC化へ移行) 
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6）塗料製造事業所・工場からのＶＯＣ排出量推移 

ＶＯＣ排出量推移

1750
1625

1497
1300 1256 1226 1212 1182

963
835 756

488 488 419 510 496 529 600
488 468

3947

3153
2954

3061
2907 2939

2812

2408
2318

0
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3500
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4500

Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

大気排出量(トン)

Ｐ ＲＴＲ

溶剤5品目

報告値

塗料製造事業所・工場からのＶＯＣ排出量はＨ21年度2408ｔから 
2318ｔに減少している。Ｈ12年度からは41％減少となっている。 
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7) 各塗料分野の低ＶＯＣ塗料比率 （平成15～21年度） 
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8）分野別・塗料タイプ出荷量推移  
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塗
料
出
荷
数
量

（
ト
ン

）

粉体・無溶剤系

水系

その他の塗料

溶剤系
ﾊｲｿﾘｯﾄﾞﾀｲﾌﾟ

溶剤系
（ﾊｲｿﾘｯﾄﾞﾀｲﾌﾟ除く）

平成  年度 

塗料出荷量は低下（特に溶剤系の低下が顕著）  
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9)低ＶＯＣ塗料（出荷量）比率の経年推移  
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塗料材料の 水性化     水性化   ハイソリッド化  水性化    無溶剤化  
転換傾向 

低VOC塗料の比率は年々増加している。 
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10）ＶＯＣ排出量推計 
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    ＶＯＣは、特に建物分野で大きく削減されている。 
特に芳香族系溶剤の削減が大きい。 
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11）低ＶＯＣ塗料とは 

無溶剤系

低
Ｖ
Ｏ
Ｃ

塗料の種類

往来型

環境省：「すぐにできるＶＯＣ対策」を参考 
http://www.env.go.jp/air/osen/voc/pamph4/index.html 

追加 
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非スズ船底防汚剤自主登録製品数
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登録製品数

 
6.その他 

（1）船底防汚塗料有機スズ化合物規制自主管理 登録数推移 

登録商品数は、前年度比若干増の440商品であった。 
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防火材料塗料件数の推移（年度）
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（2）防火材料塗料認定(認定数の推移) 

毎年300件強の認定件数で推移し前年同様の件数であった。 
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ご清聴ありがとうございました。 
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